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０． はじめに
１９６５年にマキラドーラが設立されて以来，アメリカを始め各国がメキシコ
へ投資をしてきた。また，現在メキシコは豊富な若年労働力並びに，その立地
環境から各国の注目を集めている国である。日本は２００８年にアメリカで発生
したリーマンショックの影響から立ち直りを見せつつあったが，昨年発生した
東日本大震災により東北地方が一時壊滅的な被害を受けた。約１年が経った現
在でも，復興は十分とは言えず完全復興にはまだ長い道のりが待っているよう
に思われる。更には，昨年タイで発生した大洪水の影響で多くの日系企業が甚
大なる被害を被った。東日本大震災並びにタイの大洪水を通じて明らかになっ
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たのが，自動車産業における裾野産業の停止による世界的な日系自動車産業の
生産の停滞である。部品の供給が止まることにより，世界各地で生産している
日系自動車工場の生産は大幅に停滞した。
これらの教訓から，アジアを中心に展開している自動車部品工場をほかの地
域へ展開するという選択肢を考えざるを得ない状況となってきている。更に，
東日本大震災以降の円高により，自動車産業のみならず各日系企業が海外展開
を考えざるを得ない状況となっている。そのような中，現在日本が主に注目し
ている国が２つある。１つ目は，インドネシアであり２つ目はメキシコである。
インドネシアは距離的に日本からはそれほど遠くなく，アジアでの販売強化，
並びに生産強化の拠点として注目されている。一方，メキシコは日本からの距
離は遠いものの，２００５年の日墨 EPA 発効以降着実に貿易額及び２国間の関係
が密になってきている国である。加えて，北部はアメリカに隣接し南部はラテ
ンアメリカに続くという点で，立地的にもかなり魅力のある国である。ここ数
年，メキシコに進出している日系企業も多数あることから，今後もメキシコは
日系企業の進出先として魅力のある国となる可能性は否定できない。
そこで本稿は，今後メキシコが日系企業の投資先としてどのような国である
のかについて，既にメキシコに進出している企業の情報を整理することで明ら
かにしていくことを目的としたい。また，筆者が現地で行ったヒアリングの結
果を紹介しながら，メキシコに進出するメリットにはどのようなものがあるの
か，メキシコ進出にあたり日系企業にはどのような課題があるのかについて考
察していくことにしたい。
１． メキシコの概要
メキシコは石油や農産物など豊富な資源に恵まれ，また約１億１，２００万人の
人口を抱える国として知られている。人口構造は若年層が多く，若い豊富な労
働力を有しており，アメリカをはじめ各国企業がメキシコに進出して来ている。
更に，１９８２年発生した債務危機，１９９４年に発生したテキーラショックと呼ば
れる金融危機を乗り越え，NAFTA 加入後は着実に経済成長を遂げている国で
ある。そこで以下では，現在メキシコがどのような状況にあるかを簡単に概観
していくこととしたい。
経済研究所研究報告（２０１２）
― ―２
１．１ 政体
メキシコは大統領を国家元首とする連邦共和制国家である。議会は二院制を
採用しており，上院（元老院）と下院（代議院）がある。上院は，全１２８議席で，
そのうち４分の３にあたる９６議席が連邦区と州の代表であり，残りが全国区
の代表である。それぞれ比例代表制で選出され，任期は６年となっている。下
院（代議院）は全５００議席で，３００議席は小選挙区制で選出され，２００議席は比
例代表制で選出される。下院の任期は３年となっており，上院，下院とも連続
再選は禁止されている。主要政党としては，長らく政権を維持してきた制度革
命党 (PRI)，中道右派の国民行動党 (PAN)，左派の民主革命党 (PRD) がある。
その他環境緑の党 (PVEM) や労働党 (PT) などの政党も活動している（表―１）。
現大統領は，国民行動党(PAN)のフェリペ・カルデロン（任期：２００６年１２月
１日～２０１２年１１月３０日）であり，大統領は行政府の長となっている。大統領の
権限は絶大であり，憲法は三権分立を規定しているが，事実上，立法府も司法
府も大統領の統制下にあるため民主主義としては欠陥がある事を指摘されるこ
ともある。大統領は６年に１度国民の直接選挙によって選出され，再選は禁止
されている１）。
１） 南米の多くの国では，大統領が長期政権を築き王朝政治を行うことが政治腐敗を招く一因
表－１ メキシコ連邦議会の党派別議席数
政 党 名 上院
下院
改選前 改選後
国民行動党 (PAN) ５２ ２０６ １４２
制度的革命党 (PRI) ３２ １０６ ２３８
民主革命党 (PRD) ２６ １２６ ７１
環境緑の党 (PVEM) ６ １７ ２２
団結党 (Convergencia) ５ １８ ６
労働党 (PT) ５ １１ １３
新しい同盟党 (Nueva Alianza) ０ ９ ８
社会民主党 (PSD) ０ ５ ０
無所属 ２ ２ ０
議席総数 １２８ ５００ ５００
注） 下院の改選前議席は，２００９年７月５日以前のもの
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１．２ マクロ経済動向
メキシコは１９９４年の NAFTA 加入以降，着実に経済成長を遂げており２０００
年以降，メキシコのマクロ経済は非常に安定していると言える。メキシコの
GDP は，２０１１年の IMF の推定では１兆１，８５０億ドルあまりで世界第１４位と
なっており，一人当たり GDP も１万ドルを超えている（表―２）。
経済成長率に関しては，ブラジルの高成長の影に隠れてあまり目立たないも
のの，ゆっくりとプラス成長を達成してきたが，２００８年に発生したリーマン
ショックの影響で，２００８年の経済成長率は１．２％となり，また２００９年には
－６．１％となり経済成長に陰りが見えた。その後２０１０年には回復基調になり，
対２００９年比では５．４％のプラス成長となり持ち直している２）。消費者物価上
昇率も，他の南米諸国に比べるとあまり高くなく概ね４％前後で推移している。
対ドル為替レートでは近年１ドル＝１１ペソ近辺で安定していたが，リーマン
ショック後ここ数年はペソ安傾向にあり１ドル＝１２～１３ペソ近辺で推移して
おり，メキシコの輸出力向上を後押しする要因の一つとなっている（表－３）。
一方，メキシコはアメリカ依存の経済であることが指摘されている３）。２００８
年にリーマンショックを発端とした経済ショックはメキシコに予想以上の影響
を及ぼすこととなった。リーマンショック後の２００９年の経済成長率について
当初メキシコ政府は楽観視をしていたが，－６．１％を記録した。アメリカの
２００９年の経済成長率が－３．４９％であったことを考えると本国以上の影響がメ
キシコに及んだこととなり，経済構造上の欠点を露呈することとなった。
NAFTA によって経済成長を遂げてきたメキシコではあるが，現在経済面にお
いてアメリカ一極体制からの構造転換を図る必要が出てきている。
となることが指摘されているが，メキシコの大統領は再選が禁止されているため，政治腐敗
が起こりにくいとされ南米諸国の中では一定の評価を受けている。
２） IMF の予想値では，２０１１年度の成長率は３．７９％のプラス成長と見ており，まだ経済拡大
基調にある。(IMF, World Economic Outlook Database, September 2011)
３） メキシコの輸出の約８割がアメリカ向けであり，外国投資の約５割をアメリカに依存して
いる。そのため，アメリカの経済動向に依って貿易量が左右される傾向がある。近年徐々に
ではあるが，アメリカ以外の国に対しての貿易量が増えており，特に南米向けの輸出が増加
傾向にある。
経済研究所研究報告（２０１２）
― ―４
表－２ GDP の国際比較
（単位：１０億ドル，ドル）
順位 国 名 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 一人当たりGDP
１ アメリカ １４０２８．７ １４２９１．６ １３９３８．９ １４５２６．６ １５０６４．８ ４８１４７．２
２ 中国 ３４９４．２ ４５２０．０ ４９９０．５ ５８７８．３ ６９８８．５ ５１８３．９
３ 日本 ４３７８．０ ４８７９．８ ５０３３．０ ５４５８．８ ５８５５．４ ４５７７３．８
４ ドイツ ３３２８．６ ３６４０．７ ３３０７．２ ３２８６．５ ３６２８．６ ４４５５５．７
５ フランス ２５８７．２ ２８４２．５ ２６３１．９ ２５６２．７ ２８０８．３ ４４４００．８
６ ブラジル １３７８．２ １６５５．１ １６００．８ ２０９０．３ ２５１７．９ １２９１６．９
７ イギリス ２８１２．０ ２６７９．０ ２１８２．４ ２２５０．２ ２４８１．０ ３９６０４．３
８ イタリア ２１１９．２ ２３０７．３ ２１１６．６ ２０５５．１ ２２４５．７ ３７０４６．３
９ ロシア １２９９．７ １６６０．８ １２２２．０ １４７９．８ １８８４．９ １３２３５．６
１０ インド １１５２．８ １２５１．４ １２６４．９ １６３２．０ １８４３．４ １５２７．３
１１ カナダ １４２４．１ １５０２．７ １３３７．６ １５７７．０ １７５８．７ ５１１４７．５
１２ スペイン １４４４．０ １６０１．４ １４６７．９ １４０９．９ １５３６．５ ３３２９７．５
１３ オーストラリア ９５３．７ １０６１．０ ９８８．６ １２３７．４ １５０７．４ ６６９８３．９
１４ メキシコ １０３５．２ １０９４．０ ８７９．２ １０３４．３ １１８５．２ １０８０２．８
１５ 韓国 １０４９．２ ９３１．４ ８３４．１ １０１４．５ １１６３．８ ２３７４９．２
（出所） IMF, World Economic Outlook Database, September 2011
注）２０１１年の値は IMF 推定値，一人当たり GDP は２０１１年のもの。
表－３ 各種経済指標
経 済 指 標 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年
１ 実質 GDP 成長率 ５．２０％ ３．３０％ １．２０％ －６．１０％ ５．４０％
２ 一人当たり名目 GDP（ドル） ９，０７６．６１ ９，７８５．６７ １０，２５４．５１ ８，１７４．３１ ９，５２１．６５
３ 消費者物価上昇率 ４．０５％ ３．７６％ ６．５３％ ３．５７％ ４．４０％
４ 指標金利（CETES２８日物年末） ７．０２％ ７．４４％ ７．９７％ ４．５１％ ４．４５％
５ 為替レート（年平均） １０．８９９２ １０．９２８２ １１．１２９７ １３．５１３５ １２．６３６
６ 株価指数（年末） ２５，８５７．４ ２９，５３６．８ ２２，３８０．３ ３２，１２０．５ ３８，５５０．８
７ 外貨準備高（年末，１００万ドル） ６７，６８０ ７７，９９１ ８５，４４１ ９０，８３８ １１３，５９７
８ 公的対外債務（１００万ドル）（グロス） ５４，７６６ ５５，３５５ ５６，９３９ ９６，３５４ １１０，４２８
（出所） IMF, INEGI
注）２は IMF，その他は INEGI。
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２． 日系企業のメキシコ進出
２．１ メキシコの日系進出企業の動向
ジェトロメキシコによると，２０１１年９月時点でのメキシコにおける日系企
業数は，現地法人・駐在所を併せて３６３社となっている。業種別比率で見た場
合，製造業が約７７％，非製造業が約２３％となっており，生産拠点としての利
用度の高さをうかがわせている。製造業においては，自動車関連企業が８７社
であり，次いで電気・電子関連企業が６７社進出している。また，一般機械関
連企業も３３社進出しており，これら３つの分野で製造業の約６７％，製造業，
非製造業の合計比に対しても半数を超えている（表－４）。
自動車関連企業は各社の企業戦略により目的は様々であるが，日産の工場が
あるアグアスカリエンテス州をはじめ，メキシコの中央高原地域であるメキシ
コ州，ケレタロ州，グアナファト州，サンルイスポトシ州，ハリスコ州，サカ
表－４ メキシコ進出日系企業数
業 種
現地法人・支店 駐在員
事務所
合計 構成比
生産拠点 輸入販売
全 業 種 ３４３ ２０ ３６３ １００
製 造 業
２７４
６ ２８０ ７７．１ １００
２０１ ７３
自動車・部品 ７８ ９ ０ ８７ ３１．１
電気・電子 ５０ １７ ０ ６７ ２３．９
一般機械 ８ ２２ ３ ３３ １１．８
化学品 ２０ ３ ０ ２３ ８．２
鉄鋼金属 １８ ３ １ ２２ ７．９
その他 ２７ １９ ２ ４８ １７．１
非製造業 ６９ １４ ８３ ２２．９ １００
商業 ２２ １ ２３ ２７．７
運輸・倉庫 １８ ４ ２２ ２６．５
その他 ２９ ９ ３８ ４５．８
（出所） ジェトロメキシコ
注） データは２０１１年９月時点。
経済研究所研究報告（２０１２）
― ―６
テカス州などへの進出が多い。米国への輸出割合が高い部品企業に関しては，
米国へのアクセスを考え，北部地域のヌエボレオン州やコアウイラ州，タマウ
リパス州，およびチワワ州などにも進出しているところもある。
２００８年に発生したリーマンショックや，ギリシャを発端としたユーロ圏の
経済停滞などの世界的な経済環境の悪化，並びに近年まれにみる円高の影響か
ら，日系企業はコスト削減などを求めて更なる海外進出を迫られる事態となっ
ている。自動車関連企業においては，２０１１年３月に発生した東日本大震災に
より東北地方の自動車関連の裾野産業は壊滅的な影響を受け，日本のみならず
世界展開している各工場に部品供給がままならず生産が一時停止する事態を招
いた。また，タイでは３か月以上にわたり続いた２０１１年７月に発生した大洪
水の影響により，タイに拠点を置く日系自動車関連企業の中には工場の稼働停
止を余儀なくされるものもあった。経済環境の悪化，災害に対するリスクヘッ
ジとして自動車関連企業の更なる海外進出の必要性が加速している。
これらの状況を受け，現在日系自動車関連企業のメキシコ進出が加速してい
る。日産は，アグアスカリエンテス州にある既存工場の近隣に新工場の建設を
決定した。用地費用を含めると最大約２０億 US ドルの投資となり，２０１３年後
半の操業を予定している４）。日産はメキシコを米州圏戦略の基地と位置付け，
今後３段階に分け工場を建設する予定である。HONDA はハリスコ州エルサル
ト市に工場を設立しているが，既存工場があるハリスコ州エルサルト市の東約
３４０km に位置するグアナファト州セラヤ市近郊に，約８億 US ドルを投資し
て年間生産能力２０万台規模の新四輪車工場を建設することを決定した。操業
開始は２０１４年前半を目指している５）。マツダも HONDA と同様に，グアナフ
ァト州セラヤ市近郊に住友商事と共同出資で約５億 US ドルを投資して年間生
産能力２０万台規模の新四輪車工場を建設することを決定しており，２０１３年の
操業を目指している６）。マツダは，メキシコ工場をメキシコ国内並びに南米へ
の生産拠点としており，前出の日産や HONDA とは違う戦略を持っている。
また，マツダはメキシコ工場を単独資本で建設する事を決定し，より独自色の
４）「日産，メキシコ巨大工場に託す米州派遣の野望」（日本経済新聞電子版，２０１２年１月２７
日）
５） HONDA ニュースリリース ２０１１年８月１３日
６）「マツダ メキシコに工場建設へ 新興国での販売拡大狙う」（朝日新聞電子版，２０１１年６
月１７日）
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強い投資計画となっている。
メキシコでは日系自動車企業に部品を供給するメキシコ系裾野産業が未成熟
との指摘があり，日産，HONDA，マツダの工場新設に伴い日系サプライヤー
のメキシコ進出の動きも活発化している。丸一鋼管は，自社の米子会社ならび
に伊藤忠丸紅鉄鋼，豊田通商と共同出資でアグアスカリエンテス州に自動車用
鋼管を生産する現地法人「マルイチメキシコ」の設立を決定した。資本金は約
１，０００万 US ドルで，新工場の稼働は２０１２年末を予定している。この工場で
は年間約１万２，０００トンの自動車用鋼管を生産し，日系自動車企業の現地調達
のニーズに対応することを目的としている。今後も同様の形で，日系サプラヤ
ーのメキシコ進出の可能性は十分に考えられる。
２．２ ハリスコ州における日系企業動向
（１） ハリスコ州の経済投資動向
ハリスコ州はメキシコ中部に位置する州でありその州都グアダラハラ市は，
約１５０万人の人口を擁し，その歴史からメキシコ第２の都市と言われている。
州別人口で見ると，ハリスコ州は約７３０万人を擁し，メキシコ連邦区（メキシ
コシティ）に次ぐ規模の人口となっている。
ハリスコ州への直接投資は，１９９９年から２００９年までの平均直接投資は約
５．９億ドルとなっているが，各年の投資額には多少ばらつきがある。２０００年の
約１１億ドル並びに２００５年の約１２億ドルの投資は突出しているが，近年では
２００５年をピークに減少傾向であり，アメリカで発生したリーマンショックの
影響により，２００８年には５，０００万ドルのマイナスに転じることとなった。メ
キシコは経済をアメリカに依存している国のため，アメリカの影響を多分に受
ける傾向がある。翌年の２００９年には増加に転じ約３．５億ドルの直接投資があ
った（図－１）。直接投資の分野としては，１９９９年から２００９年の総額でみると，
製造業が全体の約７０％を占めており，圧倒的なシェアを誇っている。続いて
ホテル，レストランなどを含む公共サービス業部門が１７％となっており，製
造業の割合の高さが際立っている形となっている７）。
ハリスコ州と日本との貿易額は，２００５年の日墨 EPA 発効後順調な伸びを示
７） SEIJAL ホームページ http://sin.jalisco.gob.mx/cognos/cgi−bin/upfcgi.exe
（アクセス時：２０１２年１月２０日）
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図－１ ハリスコ州に対する直接投資額推移
図―２ ハリスコ州の対日本貿易額推移
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していたが，２００８年に発生したリーマンショックの影響により，２００９年には
減少に転じた。翌年の２０１０年には再び増加傾向に転じており，今後も同水準
で推移していくものと思われる。
（２） ハリスコ州の日系企業
ハリスコ州では，日系企業も多数企業活動を行っており HONDA を初め，
花王やヤクルトなど日本でもなじみのある企業を含めて約１７社が拠点を構え
ている。多くの日系企業がコスト削減を求めてメキシコに工場を展開している
のに対し，中にはメキシコに根を生やし地域密着型企業として活動している企
業も存在する。以下では筆者が現地で行ったヒアリング２社についてその特徴
をまとめたものを含め，ハリスコ州における日系企業の活動について考察して
行くこととしたい。
以下は，グアダラハラにおいて，筆者が行ったヒアリングを元に各企業の特
徴を概観したものである。
① IWATA BOLT MEXICANA SA. DE. C.V（イワタボルト：自動車部品関連企業）
イワタボルトはグアダラハラでは主に自動車関連ボルトの販売，供給を担っ
ている企業であり本社は東京都品川区にある。１９９８年に HONDA，日産への
自動車部品供給を目的として，グアダラハラに営業所を設立した。従業員数は
２０１１年現在１０人であり，日本人１名，その他は現地採用９名となっている。
現在の顧客としては，日系自動車関連企業がほぼ１００％を占めており，日産系
約７割，HONDA 系約３割となっている。自動車関連以外の現地の企業とはほ
とんど取引が無い状態である。その理由としては，現地メキシコ企業が取引に
おいて重要視するのは価格であり，IWATA BOLT 製のボルトは相対的に割高
なイメージがあるためとされている。しかしながら，安全性を重視する製品に
は安全基準を満たす部品を使用する必要があり，例えば乗用車などに関しては
多少割高でも基準を満たしている高品質のボルトを使用する必要がある。これ
らの分野においては，IWATA BOLT のボルトは需要があるが，全体の取引量
から比べると僅かな比率となっている。
販売対象地域は，HONDA が工場を構えるグアダラハラ市をはじめ，日産が
工場を構える中央高原地帯のアグアスカリエンテス市にも及んでいる。グアダ
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ラハラ営業所は，メキシコにおける販売拠点と共に供給拠点となっている。自
社製品であるボルトに関してはグアダラハラには工場を持たず，部品等は日本
からの輸入が約７割，アメリカからの購入が３割となっている。日本からの輸
入は海運が主でありマンサニージョ港に届いた後，グアダラハラまで陸路で輸
送されている。一方，アメリカからの輸入は陸路（トラック）で行われている。
現地採用の従業員の性質としては比較的勤勉なイメージの者が多く，残業や休
日出勤に対しても積極的に参加するものが多いのが特徴である。勤労による収
入獲得に対し前向きな従業員が多く存在している。社内でのコミュニケーショ
ンツールとしては，英語並びにスペイン語が使用されている。
② Yakult Guadalajara S.A. de C.V.（ヤクルト：乳製品販売業）
ヤクルトグアダラハラは乳性飲料やヨーグルトを主力商品として宅配販売を
基本とした販売形態を行っている企業であり，約２８年前にグアダラハラに営
業所を設立した。グアダラハラに営業所を設立した当初は，ヤクルトの販売形
態はグアダラハラでは成功するのは難しいと言われており，初期の８年ほどは
経営が芳しくなかった。しかしながら現在では安定した売り上げ利益を確保し
ており，グアダラハラでは地域密着企業に位置付けられている。ヤクルトの主
な販売の手法では，通称“ヤクルトおばさん”といわれる女性陣が各家庭を訪
問し販売する。“ヤクルトおばさん”は配達，集金，販売網開拓，健康に関す
る啓蒙活動など，１人で何役もこなすことになる。これらの業務を一人でこな
すのは無理だというのが設立当初のメキシコでの通念であった。また，配達業
務は数ある職種の中でもあまり評価が高い業種ではないことも，“ヤクルトお
ばさん”になることを阻む要因ともなっていた。しかしながら，適切な社員研
修を経て当初無理だと言われていた業務を着々とこなす者が増えて行き，現在
では約９３０名の“ヤクルトおばさん”が所属しており，見事に業務をこなして
いる。ヤクルトグアダラハラの社員は約３４０名となっているが，“ヤクルトお
ばさんは“社員ではなく委託契約となっている所に特徴がある。
“ヤクルトおばさん”はヤクルトから製品を購入し，顧客に販売する。設立
当初は少なからず未収金があり，この改善が必要であった。この対策として，
本社が“ヤクルトおばさん”に商品を販売する時に，その前に販売した商品の
代金を納入済ではない場合，新たな商品を販売しないというシステムを採用し
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た。また，商品を販売するのはヤクルトグアダラハラ本部ではなく，別のセク
ションを作り，そのセクションが販売する形態を採用した。別のセクションを
本社と“ヤクルトおばさん”の間に置く目的は，本部としては直接関与しない
ので，あくまでも別セクションとの直接交渉によって製品の仕入れが可能とさ
せることにある。商品の仕入れができないことは，最終的に本人の収入に直接
響くため，“ヤクルトおばさん”の販売代金の納入率は９９．９９％を超え，ほと
んど未回収が無い状態にまでなっている。なお現在ヤクルトグアダラハラでは，
週２回販売代金を入金するシステムを取っている。
また，収入は歩合制になっており，顧客が多いほど収入が上がるというシス
テムである。販売のみならず自ら顧客開拓をするインセンティブも芽生え，現
在では毎日約３７０，０００本の売り上げをコンスタントに記録している。販売チャ
ネルとしては４つあるが，売上比率をみると宅配が全体の約６４％を占め，残
りが店舗販売等になる。宅配組織率が高いほどスーパーなどに卸す割合が少な
くて済み，安定した経営が可能になる８）。またグアダラハラ営業所はハリスコ
州に６４の宅配・直販ルートを持ちほぼ全域を網羅しているが，グアダラハラ
だけで売り上げの約７０％を占めている。昨今の円高は，グアダラハラでの活
動には直接影響を及ぼしてはいないが，本社への利益送金の際に大変マイナス
に働いている。ヤクルトが成功している鍵は，安定した販売網の開拓並びに確
固とした社員教育体制の確立にあると思われる。
グアダラハラには上記以外の日系企業も多数活動しているが，メキシコだけ
で活動している企業も存在する。例えば，TOYO グループは，日本食レスト
ラン “SUEHIRO” をはじめ，日本食食材店，旅行代理店並びにプラスティック
容器工場など多角的に活動している企業である。TOYO は，メキシコ全土に
その店舗を展開しており，各地域に根差している９）。メキシコでは日本食は健
康食として知られており，日本食の食材はアメリカ経由で輸入されるため割高
ではあるが，富裕層を中心にレストランのみならず日本食食材店もコンスタン
トな需要を確保している。グアダラハラは他のメキシコの州に比べて，比較的
８） 店舗に商品を卸す場合，値引きやリベートを要求されるケースが多々あり最終的に利益率
の減少にもつながる場合がある。
９） TOYO foods は，メキシコ全土に日本食食材店として１４店舗を展開するに至っている。
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富裕層が多く居住している地域であると言われている。これらの富裕層をしっ
かりと顧客としてつかんでいる所に TOYO の企業活動の成功の鍵があると思
われる。
（２） グアダラハラにおける日系企業の動向
メキシコはアメリカ依存の国と言われており，特に輸出において製造業が占
める額が多い。その中でも自動車は重要な品目となっている。NAFTA 締結以
降，アメリカの自動車市場を対象として多くの国からメキシコへ直接投資が行
われ，日本の自動車企業も多数進出してきている。グアダラハラにおいても，
HONDA が工場を設立しており自動車生産を行っている。メキシコには日本の
自動車会社へ供給する裾野産業が育っていないという現状があるために，
HONDA 系への自動車部品供給をする目的でイワタボルトはグアダラハラに営
業所を設立するに至り，HONDA 系以外ではアグアスカリエンテス州の日産系
企業にもボルトを供給している。今後，現地企業による自動車関連分野の裾野
産業の育成が課題となっているが，いまだ十分とは言えず日本企業のメキシコ
進出の余地は残されている。
通常日本企業が海外展開を選択する目的は，海外製造拠点並びに海外販売拠
点の確立が主なものとなる。特に海外製造拠点の設立は，製造コスト削減が主
な目的となり低コスト国への進出が望まれる。メキシコは，アジアに比べ人件
費はやや高いものの，昨今の燃料価格の高騰などにより，輸送コストの面では
アメリカに輸出することを考えると比較優位がある。この点からも，今後製造
業がメキシコに進出を考える余地は十分にあり，各州で外資企業の誘致合戦が
繰り広げられている。
グアダラハラにおいても昨今の情勢から HONDA も工場拡大を画策してい
たが，地元政府と折り合わずグアナファト州政府の積極的な誘致政策が功を制
し，メキシコ第２工場をグアナファトに設立することになった１０）。グアダラハ
ラの HONDA の敷地にはまだかなりの余裕があり，グアダラハラ政府は自然
１０） グアナファト州政府は，HONDA がグアナファトに工場を誘致することを条件に以下の提
案をした。①工場用地の使用料無料，②工場従業員約３，０００人をグアナファト州政府が準備
する，③工場予定地から，高速道路までの間の道路等のインフラ整備の実行（「マツダとホ
ンダが工場新設，車生産，中南米の中心に，グアナフアト州知事に聞く。」日経産業新聞，
２０１２年９月１５日）
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とグアダラハラに第２工場を建設するものと考えていた節があり，HONDA の
グアナファト工場建設は衝撃的な出来事となった。この件をきっかけとして，
現在グアダラハラ市政府は直接投資呼び込みに本腰を入れている１１）。
昨今の自動車会社進出ブームにより，多くの企業がメキシコに工場を構える
ようになっている。中でも，アグアスカリエンテス州は日産関連の企業が多数
集まっていると言われ，“日産村”などと呼ばれるに至っている。これらの企
業の為に，アグアスカリエンテスでは工場近辺のインフラ整備を着々と行って
おり，高速道路をはじめ空港の整備も行っている。アグアスカリエンテスのケ
ースは，一つの大企業によって町自体が活性化するモデルケースとなっており，
他の地区もおなじように外資大企業誘致に対し本腰を入れている。
グアダラハラの場合，現在経済活動規模は横ばいか減少傾向にある。製造業
が主要な産業であるメキシコにおいて，自動車，電子機器の製造は喜ばれるべ
き分野である１２）。しかしながら，自動車関連産業が中央高原地域に集結してい
る状況を鑑みると自動車関連企業の誘致は多少難しい状況にあると思われる。
また，ハリスコ州には４８の工業団地が存在しているが，各工業団地の情報に
ついては日本で入手することは難しい１３）。ホームページを作成している工業団
地も多々存在するが，進出企業として必要な情報が限られているのが現状であ
る。特に日本においてはアジア各国に比べ，メキシコの現地の詳細な情報を取
得するのはまだ困難を伴っているようである１４）。また，工業団地の中にはほと
１１） ハリスコ州グアダラハラ市にある経済振興庁 (SEPROE) は，グアダラハラ大学経済学部
と共同で，日本企業を対象とした，企業誘致に向けた促進プロジェクトを計画している。主
な内容としては，日本企業が日本で取得することが困難な情報を得やすくするため，大企業
のみならず中小企業も対象とした，企業活動に必要な情報の提供を目的としている。提供す
る情報としては，工業団地や会社設立のための法的情報のみならず生活環境にまで及んだ情
報の体系化を目指している。
１２） ハリスコ州政府は，現在特に航空宇宙分野，自動車産業，バイオテクノロジ－，並びに薬
剤系の企業誘致に関して積極的に活動している。（グアダラハラ大学経済学部経済地域研究
所とハリスコ州経済促進庁との会合，２０１２年２月２４日）
１３） ハリスコ州では，工業団地を一覧できるホームページを開設しており，各工業団地のホー
ムページへのリンクを作成しているが，工業団地によってホームページを作成していない所
もあり，詳細な情報を入手することができない所も存在する。（ハリスコ州工業団地協会ホ
ームページ http://www.apiej.com/en/）
１４） メキシコ進出を考えている日系企業によると，日本でのメキシコ情報入手機関としては在
日メキシコ大使館やジェトロなどが主な手段であり，在日メキシコ大使館主催のセミナーな
どによって情報を獲得している。ただし，現地の詳細については実際に視察を行う必要があ
経済研究所研究報告（２０１２）
― ―１４
んど開発が進んでいない所も存在しており，一方では急ピッチで整備が進んで
いる工業団地も存在している。このような状況の中で，名古屋に拠点を置く
（株）大同メタルはメキシコ国内の複数の州を視察した上で，２０１２年にグアダ
ラハラ郊外に位置する工業団地に工場を設立することを決定し，２０１３年後半
の本格稼働を予定している１５）。グアダラハラに工場建設を決定した要因の一つ
に，日本人従業員の生活環境がある。グアダラハラには，約２５０人の日本人が
居住していると言われており，日本人が生活するために必要な施設，店等が数
多く存在している。さらに，治安の面でもグアダラハラは他の地域に比べ安全
であると言われており，小さな子供のための日本人補習校も存在している。日
本人にとって住みやすい環境が比較的整っているという事が，工場建設の要件
の一つとなったと考えられる１６）。また，労働者の人件費についてもグアダラハ
ラはメキシコ第２の都市であり，大都市であることから比較的高い事が懸念さ
れているが，今回大同メタルが工場を建設する工業団地は，グアダラハラの郊
外という事もあり，メキシコの平均的な賃金レベルでの雇用が可能となってい
る。居住地域が治安の良い都市部にあり，通勤可能圏内に工業団地がある事は
メキシコ進出企業にとって投資決定の重要な要素となっている。大同メタルの
進出形態は，今後日系企業がグアダラハラへ進出する際のモデルケースの一つ
となる可能性がある。
加えて，グアダラハラはメキシコの中でも人口が多い都市となっているため，
輸出業以外に国内市場をターゲットとして企業活動を行うことが出来る可能性
も残されている。例えばヤクルトのケースが一つの参考となり得る。ヤクルト
は現地の従業員とコミュニケーションを取りながらも，日本式のやり方を浸透
させることに成功した。主に口コミを通じてヤクルト製品を認知させることに
成功し，従業員の活動形態もメキシコでは無理と言われていた一人で何役もこ
り，これらの費用と手間がメキシコ進出を画策している企業に二の足を踏ませている可能性
は否定できない。（グアダラハラにおけるメキシコ進出希望日本企業との会食会におけるイ
ンタビューより，グアダラハラ，２０１１年１１月１７日）
１５）「大同メタルのエンジン用軸受け，メキシコに生産子会社，１３年後半にも本格稼働」（日
経産業新聞，２０１１年９月２８日）
１６） メキシコでは身代金要求を目的とした誘拐事件が多く発生しているため，生活環境確保は
重要な課題となっている。日本の外務省によると，近年在墨邦人の被害はメキシコシティか
ら地方に拡散していく傾向があり，被害を回避するための注意を呼び掛けている。（外務省
海外安全ホームページ：http://www.anzen.mofa.go.jp/manual/mexico.html)
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なすことを成功させている。このヤクルトの例が示すことは，社員教育を行う
ことである基準まで人材を育てることが可能になるという事である。しかし注
意しなければならないのは，社員教育にも費用と時間がかかるという事である。
通常，外資系企業は操業開始から５年で利益が出ないと撤退を決定すると言わ
れている。ヤクルトの場合は，操業から８年は利益が思うように出ず我慢をし
てきた。資本のある企業であるからこそ軌道に乗せることが出来たという側面
は否定できない。メキシコで市場を開拓する際にはマーケティングが非常に重
要である。貧富の差が激しいメキシコにおいては，どの階層をターゲットにす
るかを見極める必要がある。地域密着型企業を目指す場合には，当然富裕層も
いる地域をターゲットにする必要がある。昨今，メキシコ国民も所得が増加し，
クレジットなどの普及で購買力が上がっている。これらの状況を踏まえて，製
造工場のみならず国内市場もターゲットにメキシコに進出することを考えるこ
とは有効であると思われる。
３． メキシコ進出への課題
実際に海外に進出する際に考慮すべき事項として，会社設立に関する手続き，
税制，労務関係，さらには従業員が生活をする居住環境などがある。これらを
総合してどの地域に進出するかを決定する必要があるが，居住環境については
地域差もあり日本では詳細な情報を得にくいのが現状である。メキシコには既
出の日系企業を中心とした日本人コミュニティーが形成されている地域が多数
あり，これらの地域では日本人が生活するインフラについてもある程度整備さ
れている可能性がある。しかしながら，これらの情報については各地域独自の
ものであるため，ここでは特に扱わず，以下メキシコ進出を考える際に考慮す
べきコストの共通知識として，労務関係ならびに主な税制について概観してい
くこととしたい。さらに，これらを踏まえメキシコに進出する際に日系企業に
はどのような課題があるのかについても考察していくこととしたい。
３．１ 労務関係１７）
メキシコでは，１９３１年に労働法が連邦法として整備されて以来度重なる改
１７） 本節は主に，中畑貴雄 (2010)『メキシコ経済の基礎知識』pp. 165-171に依拠している。
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正が行われてきた。労働法の特色は，メキシコ革命の影響を多分に受け労働者
を過度に保護する内容となっていることにある。このため，労働者にとっては
安定を保証するものである一方，労働関係の流動性に関しては阻害する一因と
なっている。以下メキシコに進出するにあたり，日系企業が理解しておくべき
主な労務関係につい概観していくこととしたい。
（１） 労働法の特徴
メキシコの労働法は全１，０１０条に及んでおり，世界でもまれにみる包括的な
規定となっている。労働法は大きく分けて，１．個別的労働関係，２．集団的労
働関係，３．調整・調停機関，４．訴訟とその手続き，といった４つのカテゴリ
ーからなるが，対象となる労働者は，農業労働者，家事使用人を含むすべての
民間労働者と公務員などであり，ほぼすべての労働者を含んでいる。また連邦
労働法は１９３１年の制定以来，幾度となく改正を繰り返してきているが，いず
れもマイナーチェンジの域を脱さず，８０年間「革命の精神」を基本とした考
え方は変わっていない。１９７０年の改正が最も大規模であったとされているが，
この時も住宅基金の新設などが主な内容で，考え方自体に変更はなかった。
メキシコの労働法では，具体的な規定以外に「目標や理想」を掲げる傾向が
ある。これは，スペインの植民地時代にスペイン人入植者がメキシコの法律を
ないがしろにしていたことから，独立後のメキシコでは，法律の制定において
は社会のあるべき理想を掲げる必要を感じたことに依るとされている。そのた
め，労働法も包括的である上柔軟性に富む形となり，労働協約は一般的に長文
で詳細まで定めたものとなっている。
また労働法の最大の特徴は，労働者保護的色彩が強いことである。全体とし
ては労使は対等であるとの原則に立っているが，法律の解釈で対立した際には
労働者に有利な解釈が適用される傾向がある。そのため，経営者側は労働契約
を結ぶ際には，後に労使間で契約に関する混乱を避けるために詳細な契約書の
作成が必要となる。
（２） 雇用関連事項
メキシコで従業員雇用の際には，雇用主は従業員の少なくとも９０％以上の
メキシコ人を採用することが定められている（労働法第７条）。しかし，国家移
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住庁 (INM) は，外国人駐在員が取得する商用ビザ (FM3) を所持する外国人は
短期滞在者扱いであると考えており，外国人駐在員の割合が１割を超えた場合
でも，外資系企業や事務所が摘発される例はほとんどなくなっている。ただし，
法令は現在でも有効なため当局の摘発の可能性はゼロではないことに注意が必
要である。
また，雇用期間についても注意が必要である。労働法第３５条において，「雇
用関係は明確な理由が無い限り無期限とする」と規定されている。そのため，
メキシコでは通常臨時雇用１８）が認められておらず，定年も存在しないことに
なる。雇用関係が終了する際には，会社都合による解雇と同じ形態になり，解
雇補償金を支払って辞めてもらうこととなっている１９）。
解雇に関しては，多分に労働者の権利が守られる法体系となっている。労働
法第４７条において，労働者がその能力に関して虚偽の申告をした場合の理由
が証明できた場合には，解雇補償金を支払う必要はないとされている。しかし，
通常証明をすることは大変難しく，裁判になった場合労働者に有利な判決が出
る傾向があることから，契約に際して詳細に条件等を決めておく必要がある。
このケース以外での会社都合での解雇には，解雇補償金が必要となるため雇用
にあたっては慎重な姿勢で臨むことが必要となる。
就業時間は，昼時間（午前６時～午後８時），夜時間（午後８時～翌朝６時）そ
して昼夜混合時間（両方の時間帯にまたがり，夜間時間帯から３時間半を超えない
時間帯）の３つに区分されている。それぞれの労働時間は，昼間時間帯が８時
間，夜間時間帯が７時間，昼夜混合時間帯が７時間半を超えてはならないとさ
れている。法定労働時間は原則週４８時間となっており，週休２日制を採用す
る場合などには，労使の合意により１日８時間を超えて労働時間を配分するこ
とが出来る。また，残業については通常１週間に９時間までしか認められてお
らず，９時間を超えた残業をさせた場合，会社が罰則を受ける可能性があるこ
とに注意が必要である。
賃金（「給与」）の定義は基本給プラス諸手当となっている。原則として，ブ
１８） 例外として建設業で労働法第３６条による特定労務規定や労働法第３７条による期間限定雇
用契約などは認められることになっているが，双方ともに適用条件は厳しいものとなってい
る。
１９） 給与３か月分に加えて，勤続１年に付き２０日分の給与を支払う形になる。
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ルーカラーは１週間毎，ホワイトカラーは１５日毎に支給される。メキシコで
は一般的に減給することが困難だと言われている。労働法第５１条において「労
働者は減給された場合には補償金の支払いを受け退職することが出来る」と規
定されており，減給に端を発する解雇に際し会社の負担は少なくない。また，
労働法第５条（禁止事項） 項の規定に「同一労働であるにも関わらず，同一
賃金以下の賃金を支払う事」と規定されているため，個人的に減給は難しいと
されている。雇用体系や賃金に関する体系が日本とは違うことを念頭に置き，
いかに現地従業員を雇用するかを念頭に置く必要がある。
（３） 労働者利益分配金 (PTU)
賃金に関する規定で最も重要で馴染みの無いものに PTU がある。PTU は簡
単に言うと会社の利益の１０％を労働者に分配するという制度である。株主に
対しての分配金の支払いは一般的であるが，メキシコにおいては労働者にも利
益分配が行われる。この制度は，労働者に対して利益分配を行い企業経営を圧
迫するため，メキシコ労働法体系の中でも経営者からの評判はかなり悪い。
労働者に利益分配をする根拠としては，「労働者は企業の利益に参加しなけ
ればならない」との考えがあり，メキシコ憲法第１２３条「労働権基本権」の第
Ⅸ項にその根拠があるとされている。しかしながら，PTU を企業が負担する
ことは生産性向上の足かせとなるばかりでなく，負担額が利益に応じて決定さ
れる性質から毎年変動する可能性があり，企業経営者にとって非常に重い負担
となっている。また，PTU の水準が関連会社で違う場合には労使関係にトラ
ブルを招く可能性もある。トラブルを回避するために，近年ではアウトソージ
ング会社（人材派遣会社）を活用する企業も増えてきている。また，自らが人
材派遣会社を関連会社として設立し労働者を所属させることで，同関連会社に
必要以上の利益を発生させないようにし，多額の PTU 支払いを回避するとい
うケースも増えている。現行の労働法体系ではこれらの手法は違法ではない為，
外資系の企業のみならずメキシコ資本の大手企業でも採用している所もある。
メキシコへ進出する際には，PTU 対策を講じることが企業利益確保の一因と
なる可能性は否定できない。
日系企業のメキシコ進出：ハリスコ州の事例を中心に
― ―１９
３．２ 税制２０）
メキシコは建前上合衆国ではあるが，実質的には中央集権的な国家と言える。
その理由の一つに，州政府や地方自治体はその財源を連邦政府から給付される
分配金や給付金に多くを依存している現実がある。州政府や地方自治体は給与
税や宿泊税などの独自財源を得ているが，企業活動に関する税金はその多くの
割合が連邦税となっている。そこで，以下ではまず企業が負担すべき主な税と
して，法人所得税について概観し，その他企業活動に関係する税についても併
せてみていくこととしたい。
① 法人所得税
メキシコには現在２種類の法人所得税がある。１つ目は伝統的な法人所得税
(ISR) であり，２つ目は企業単一税 (IETU) である。法人所得税率は２８％となっ
ているが，２００９年１１月に国会を通過した ISR 法改正に基づき，２０１０年～２０１２
年の３年間は税率が３０％に引き上げられ，その後２０１３年に２９％，２０１４年に
は２８％に戻る事を決定した。また，この改正で原材料や商品仕入れの損金算
入が売上原価方式に変更になるなど，税制が国際的基準に改められた。
一方，IETU は２００７年まで採用されてきた資産税に代わるもので，連邦政
府の歳入増加を目的として２００８年に導入された ISR に対するミニマムタック
スとなっている。企業は，ISR か IETU のうち，どちらか高い額を収めること
になるが，算定の際にはまず ISR 税額を確定した上で，IETU 税額と比べ IETU
税額の方が高い場合に差額を IETU 支払額として ISR 税額と共に国庫に納め
る必要がある。ISR と IETU の税額算出方法には異なる点があるので注意が必
要である。主な違いとしては次のようなものがある。
・益金・損金の算入のタイミングの違い
・利息やロイヤリティーの扱いの違い
・PTU や減価償却費の扱いの違い
・人件費の扱いの違い
２０） 本節は主に，中畑貴雄 (2010)『メキシコ経済の基礎知識』pp. 156-163に依拠している。
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益金・損金算入の違いについては，ISR が発生ベースを基準としているのに
対して，IETU はキャッシュフロー・ベースとなっている。つまり，ISR は実
際の決済が済んだ時点ではなく，請求書等の発行時やサービスの提供時，対価
の領収時などのいずれかを満たせば益金の発生とみなされる。他方，IETU の
場合は，対価を回収した際に初めて益金とみなされる。ただし，輸出取引の場
合においては回収されない対価に関しては，輸出後１２か月をもって回収され
たとみなされる。損金に対しても同様の基準ではかられ，実際に対価を支払う
ことで損金とみなされる。
また，IETU の場合，金融資産の利息や，関連会社間のロイヤルティーに関
するキャッシュ・フローやキャッシュ・アウトが存在しても IETU の税額算出
には用いないこととなっている。
損金算入については，ISR と IETU では大きな違いがある。PTU に関して
は，ISR では課税所得から控除が可能であるが，IETU の場合は控除ができな
い。また，設備投資を行った際の減価償却方法については，ISR は法定パーセ
ンテージ分のみ毎年減価償却をするのに対し，IETU の場合は即時償却扱いと
なるため，当該年度に１００％損金算入をすることが出来る。この点においては，
IETU はメキシコに進出した企業にとってはメリットとなる。
最大の違いは，人件費の扱いにある。ISR の場合，法定範囲内で人件費と福
利厚生費の損金算入が可能であるが，IETU の場合，人件費や社会保障費は損
金算入することができない。この点においては明らかに IETU の負担が大きく
なることになるので，「人件費」に IETU 税率を乗じた額を，税額控除として
算出後の IETU 税額から控除できることになっている。しかし，IETU で使用
する「人件費」は，課税所得とみなされる部分のみが対象となっていることか
ら，損金算入できる額が ISR より少なくなり，結果的に課税所得も大きくな
る。IETU の税率は１７．５％となっており，ISR より低くなっているが一般的に
IETU は ISR に比べ特別な優遇措置が少ないため，実際に支払う税額は ISR よ
り大きくなる傾向がある。IETU の利点は，初年度などに多額の設備投資など
を行った場合に支払税額が小さくなるという事であり，IETU がマイナスにな
った場合には，将来１０年間に発生する IETU との相殺が可能という点もある。
ISR と IETU は算出方法がかなり違う事から，企業は法人所得税支払いに対
し，双方の帳簿管理をする必要があり，手間もコストもかかり企業からは評判
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が悪い。そのため政府は試験的に経過を見た上で，２０１２年に双方の利点を統
合し，どちらかに一本化する意向を示している。
② その他の主な連邦税
法人所得税以外で重要なのが付加価値税 (IVA) である。IVA は日本で言う消
費税にあたるものであり，商品・サービスの輸入と販売の際に課税される間接
税である。企業が商品の販売，サービスの提供，財の賃貸，また商品・サービ
スの輸入活動を行うなど各流通段階における付加価値に対して課税されること
になる。税率は通常１６％となっている２１）。
IVA はキャッシュフロー・ベースで管理され，月単位での納税となる。製
品の大半を輸出する企業などの場合，原材料などの仕入れの際に支払った IVA
が控除できずに残高が残るような場合には，救済措置として，翌月以降に支払
う IVA からの控除，他の税金との相殺，または還付申請を行うことが出来る
としている。
上記以外の税として，メキシコでは個人の口座に預金する際に発生する税が
存在する。現金預金税 (IDE) は，１か月に基準額（１万５，０００ペソ）以上の現金
を銀行口座に入金した場合，１万５，０００ペソを超えた部分に３％の税金がかか
るものである。税額は銀行口座から源泉徴収される。IDE は，ISR などの連邦
税の予納および確定申告時に税額控除が可能である。また，小切手や銀行振り
込みなど入金者の身元が判明する手段による入金は対象外となっている。IDE
は納税義務を履行しないインフォーマル経済に対して課税する目的で導入され
た税となっている２２）。
③ 主な地方税
企業が負担するべき主な地方税として給与税がある。給与税は従業員の給与
２１） 国境から２０キロ以内の「国境地帯」や，バハカリフォルニア州，南バハカリフォルニア
州，キンタナロー州全域などの「国境地帯」に指定された地域の税率は１１％となっている。
また，食品や医薬品，農薬，教育費などは非課税または税率０％となっており，商品・サー
ビスを輸出した際にも税率は０％となっている。
２２） メキシコではインフォーマル・セクターに従事する労働者が少なくなく，これらの労働者
は登記せずに商業活動を行うため，徴税の対象外となっており，メキシコの税収の低下の原
因の一つとなっている。
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総額に対して課される州税となっている。多くの州が２％の税率を採用してい
るが，連邦区（メキシコシティー）では，２０１０年以降２．５％となっている。一
部の州では雇用規模や対象産業によって操業後一定期間の給与税を免除するイ
ンセンティブを設けている州も存在する。メキシコ進出の際にはこれらのイン
センティブの確認を行う事が有益であると思われる。
また，市町村税として，不動産所有税や不動産取得税がある。不動産所有税
は，土地や建物の評価額に対して課されるものであり，不動産取得税は不動産
の取得に対して課されるものである。市町村によって不動産所有税の評価額の
基準や税率が異なるので各自治体で確認する必要がある。評価額が高く見積も
られることもあり，収益のない非営利法人などでは経営が圧迫される可能性も
ある。進出する地区，また土地代などの情報を細かく入手することが安定経営
にもつながると思われる。
３．３ メキシコ進出の注意点
（１） 労務関係
メキシコでの労務関係は，法律上詳細に規定されていることから日系企業が
進出する際には注意が必要である。特に，雇用に関しては臨時雇用が原則認め
られていないため，経営状況による人員調整が難しい。これらを念頭に入れ，
人材派遣会社を利用するケースが増えている。人材派遣会社を利用するメリッ
トとしては，①人材確保に関して新たなコストが不要，②現地の雇用情報（給
与水準，平均勤続年数，現地従業員の趣向など）が入手可能，③PTU 支払い額の
減額，などがある。
雇用期間が原則無期限のメキシコにおいて，従業員の解雇は企業側に多大な
負担をもたらすものであるが，人材派遣会社を利用することによって従業員の
入れ替えが可能になり，企業にとって適切な人材を確保できる可能性が高まる。
また，現地での平均的な給与水準に関する情報などは，日本では入手が難しい
ため人材派遣会社を通じて情報が入手できるメリットは少なくない。アメリカ
に展開している企業がメキシコに展開する場合，アメリカでの給与水準を基準
にしてメキシコでの給与水準を決定するケースがあるが，メキシコの賃金水準
はいまだかなり低いものであり，直接面接を行った際に思わず相手の希望の額
が低いと感じるケースもある。しかし，メキシコの基準で測ると，実際以上の
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金額を要求しているケースが多く，雇用に際しても慣れと経験が必要となる。
特に技術を要した高度な人材を雇用する際には，進出したての企業ではコネや
人脈が無いケースが多く，人件費コストだけではなく優秀な人材確保も含めて，
信頼できる人材派遣会社を通じた雇用はリスクが少ない。一方で，人材派遣会
社に支払うコストがどれくらいのものになるかを考える必要はある。あまりに
も大きな負担になるようであれば，企業規模を考慮した上で，全員ではなく半
数を人材派遣会社に要請するなど，柔軟な体制を確保する必要があると思われ
る。安定した優秀な人材の雇用確保は，重要な課題であり，多分に経営に対し
て影響をもたらすものである。
また，常日頃従業員とのコミュニケーションをとることは，企業を運営して
いく上で重要なことである。メキシコ人はコミュニケーションを密にとること
を好む国民である。従業員同士でのコミュニケーションから，各従業員の日常
を知ることが出来る。メキシコでは個人的な経済状態の困窮から会社情報を第
３者に売却するというケースも少なくない。さらに，外部の者と協力して会社
の在庫品を盗み出すなどの被害も発生している２３）。これらを防止するためにも，
従業員と良くコミュニケーションをとり，日ごろから従業員の状態を把握して
おく必要がある。大抵の従業員はスペイン語でコミュニケーションをとること
が多いので，信頼できる日本語ないし英語を話せる現地従業員を確保すること
で，様々な情報を得ることができる。
現地日系企業のヒアリングによると，メキシコ人は概して自分の時間を大切
にする傾向がある。そのため，契約時間外労働に対しては法律上，残業に関し
ては１００％増しの給与が払われるにも関わらず拒否するケースが多々発生する。
特に工場労働者にはこの傾向が強いとされている。残業を受諾するケースとし
ては，割増し賃金を得ることではなく，日ごろ良好な人間関係を保っている上
司からの申し出が主なケースとなっている。意外にも，義理や人情が労働者を
動かす一因になっていることが多い。これらのことからも，現地での経営には
従業員と日頃からコミュニケーションをとれるように，英語ないし日本語を理
２３） 現地インタビュー（グアダラハラ）によると，日系企業において内部の者と協力して発生
したと思われる在庫，設備機器の盗難事件が何度か発生した。そのため，セキュリティーに
関して対策を講じる必要が生じ，セキュリティーや保険に関するコストが増加することとな
った。
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解する信頼できるメキシコ人を雇用することが課題となる。
（２） 税制の課題
メキシコには現在法人所得税が２種類 (ISR, IETU) 存在するが，政府は２０１２
年までにこれらを一本化する意向であった。しかし，政府は２０１１年１０月１３
日付官報で政令を公布し「マキラドーラオペレーション２４）」（保税委託加工）を
行う企業に対して，IETU の税制恩典を２０１３年まで延長することとした。ま
た，大蔵公債省は少なくとも２０１２年中には IETU の廃止をしないことを明ら
かにしたため，マキラドーラ企業に対する恩典は少なくとも２０１２年中は確保
されることとなった。これらの背景には，昨今の世界経済情勢の悪化からメキ
シコへの投資を減退させないという意図があると思われる。一方で，今回の政
令において恩典措置の延長と共に，恩典を享受するための要件が新たに設定さ
れ，同制度利用企業に対する監視が強化されることとなっており，利用にあた
っては注意が必要である２５）。また，２０１２年以降は IETU と ISR との併用の可
能性は未知数であり，統合される可能性もある。今後の動向に注視して行きた
い。
また，メキシコ進出企業に対する税制面でのインセンティブは，連邦税より
は地方税の方が柔軟性がある。通常，企業誘致に関しては州単位で行われるこ
とが多く，州政府との話し合いによってインセンティブが確定するケースが多
い。また，各州の地方税インセンティブの特徴を見ると，給与税（通常２％，
メキシコシティは２．５％）に関して初年度は０％，２年目は条件に応じて５０％減
免というケースが多くみられる２６）。また，ジョブトレーニングやインフラに対
２４） マキラドーラオペレーションとは，外国企業が所有する部品・原材料を保税でメキシコに
一時輸入し，外国企業から貸与された機械で加工した後に再輸出する保税加工オペレーショ
ンを意味する（法人所得税法第２条）。
２５） 政府が新たに設定した税制恩典受給資格を満たさない業者に対しては，輸入業者登録が取
り消しになるなどの措置が取られる場合もある。
（ジェトロ「マキラドーラオペレーションの税制恩典を１３年まで延長（メキシコ）」）
http://www.jetro.go.jp/world/cs_america/mx/biznews/4e9cd59695e70）
２６） 州によっては，給与税減免を確約したものではなく，減免の可能性があるという表記にな
っている所もあるので，注意したうえで交渉をする必要がある。各州のインセンティブにつ
いては，例えば日本貿易振興機構メキシコ事務所 (2011)「メキシコ州別投資インセンティ
ブ」を参照されたし。ただし，最新情報については，各州政府に確認が必要である。
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する補助というものが，州政府の提供できる主なインセンティブとなっている。
連邦税の減免権限を州政府は有してない為，州政府が実行できるインセンティ
ブ提供は限られることになる。これらを踏まえ，進出企業は州政府との交渉に
よってより良い条件を確保する必要がある。
（３） その他の課題
メキシコでは，自動車関連，並びに機械関連の裾野産業が未発達なため，製
造業では現地での部品調達や原材料調達に困難を伴う可能性がある。そのため，
日本からの部品調達に伴うコスト負担や将来的に現地調達を含めた開拓が必要
となる２７）。現状としては，日本からサプライヤーを呼ぶことが確実な方法の一
つとなっており，自動車関連のサプライヤーのメキシコ進出が盛んになってい
る。部品関連のサプライヤーにとってはアメリカ向けの輸出が好調な状態であ
れば問題ないが，今後の販路開拓も視野に入れた投資計画を行う必要が出てく
ることも考えられる。顧客開拓に関して，アメリカでの更なる市場開拓を行う
場合，国境を越えた営業活動の必要性があり，北米拠点を設立する可能性も出
てくることも念頭に置く必要がある。また，今後南米市場が拡大する可能性も
含めて，更なる情報収集が必要となるが，その際には先に進出している日系企
業にヒアリングを行い，日系企業以外の欧米アジア企業などの動向を注視する
などの必要がある。メキシコ同様に南米も治安の面で不安がある事から，現地
駐在員の生活の安全を最優先し，しっかりとした拠点を築く必要がある。メキ
シコはアメリカにも南米にも隣接しており，南米への拠点を築く意味でも重要
な位置にある。
実際にメキシコへ進出する際には，どの地域へ進出するかが問題となる。メ
キシコは米州，南米においては単純労働者の労働コストには優位性がある一方，
非労働生産コストである電力価格や陸上輸送コストはアメリカに比べると割高
となっている２８）。また，インフラに関してもアメリカが１５位なのに対しメキ
２７） 例えば，グアダラハラに拠点を置く日系自動車関連部品のサプライヤーは，メキシコに拠
点を置く日系自動車企業から，現地工場の設立の要望を受けているが，原料となる鉄の質が
伴わないことから，現時点での工場建設には消極的な姿勢を見せている。しかしながら，今
後の日系自動車企業の需要量の増加によっては現地工場の可能性は否定できないとしている。
（グアダラハラ現地インタビューにおいて，２０１１年９月１５日）
２８） KPMG (2010) によると，電力価格は，アメリカ：０．０９，メキシコ：０．１１２(US$/kWh) とな
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シコは第７５位となっており，インフラの整備が急務となっている２９）。そのた
め，メキシコ進出を考えている日系企業は，進出を予定する地域のインフラ状
態を確認した上で，各州政府がどのようなインセンティブを与える準備がある
かを確認する必要がある３０）。
また，煩雑な法制度や治安の悪化という点もメキシコ進出の際の懸念材料と
なる。２０１０年～２０１１年の WEF の制度競争力指数によると，アメリカは４．６７
で４０位，メキシコは３．４０で１０６位となっており，中国が４．３７で４９位，ブラ
ジルが３．５８で９３位という状況を踏まえると，メキシコの制度に関しては一層
の改善が必要となっている。
４． まとめ
NAFTA 締結以降，アメリカ経済に支えられる形で歩みは決して早くはない
が，メキシコは順調に経済成長を遂げてきた。しかしながら，アメリカ依存の
経済では今後アメリカの動向により失速する可能性も多分にあり，現在メキシ
コはアメリカ一極依存の体制から徐々にではあるが脱しようとしている。アメ
リカ，カナダといった NAFTA 経済圏のみならず，南米，アジアにもその貿易
圏を拡大しようとしており，同時に経済成長に関しては積極的に直接投資の受
け入れに動いている。
従来，メキシコは相対的な労働賃金の安さからアメリカ企業の工場として活
躍してきた。その反面，単純労働を主体とした労働体系の中で先進国からの技
術移転については十分には行われてこなかった。更には，規制緩和による効率
的な外資企業のメキシコ上陸はなおさらメキシコ企業の成長を阻害し，多くの
分野において外資企業がメキシコ国内を席巻するに至っており，経済成長と並
っており，メキシコの電力価格は割高となっている。また，メキシコ競争力研究所によると，
陸上輸送コストについては，アメリカ：０．０２９，メキシコ：０．０３５(US$/tkm) となっており，
メキシコの陸上輸送コストは割高となっている。
２９） WEF（世界経済フォーラム）“The Global Competitiveness Report 2010-2011”.
３０） 各州政府は外資企業誘致政策により，水道，排水設備，道路整備などのインセンティブを
与える用意をしている所もある。各州のインセンティブについては，日本貿易振興機構メキ
シコ事務所 (2011)「メキシコ州別投資インセンティブ」が詳しい。ただし，最新情報につい
ては各州政府に確認が必要である。
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んで内国企業の育成が課題となっている。一方，日本企業は円高対策等により
１９９０年代からアジアを中心に海外展開を図ってきている。当初人件費の面で
有望であった中国もその経済発展により，人件費が高騰し，更に別のアジア地
域に日系各社が工場を移転するに至っている。また，２０１１年３月に発生した
東日本大震災や２０１２年１１月にタイで起きた洪水は，日本の自動車部品供給経
路の弱さを露呈するに至った。これらの地域の部品供給が停止することにより，
世界各地の日系自動車工場の生産がストップすることになり，長期間に渡って
生産がストップする事態を招いた。今後安定的な部品供給を確保する為には，
東北地方，東南アジア以外の地域に工場を移転する可能性も選択肢に入れて活
動する必要がある。この意味においては，天候が安定しており人件費について
はラテンアメリカでも相対的に安いメキシコは海外進出の選択肢の１つになる
可能性は大いにある。また，メキシコ人は総じて日本人に対して好意的な感情
を持っていることも活動する上でプラスの要素である。
現在，メキシコに対する日本の直接投資額は主に上位３つのカテゴリー（エ
ネルギー関連，自動車関連，電気・電子部品関連）が９０％を占めている。これら
のカテゴリーは主に大企業を中心とした分野が占めており，通常は中小企業に
関しては大企業に追随する形でのメキシコ進出となる。しかしながら，例えば
ハリスコ州においてはハリスコ州政府が日本の企業に対して，中小企業も対象
とした誘致活動を展開しようとている。メキシコにおいては，日本の中小企業
は単なる小さな企業を意味するのではなく，１つの確固とした企業としてみな
されており，メキシコ進出に関して中小企業であるからと言って敬遠されるも
のではない。また，昨今の世界的な経済停滞の中で日系企業は従来のアメリカ，
アジア圏を中心とした貿易体制から新たな市場の開拓を迫られていることも，
ラテンアメリカへ進出する１つのインセンティブとなると思われる。
中小企業に関しては，アジア圏への進出実績は十分にあるが，ラテンアメリ
カへの進出実績はそれほどなく，ある意味未知の世界である。しかしながら，
ラテンアメリカは地理的に遠くあまりなじみの無い一方，ブラジルの台頭など
により今後の魅力的な市場となる可能性を十分に秘めた地域である。メキシコ
はメルコスールとの FTA を結んでいる国であるため，現時点でのアメリカへ
の拠点としつつ，将来のラテンアメリカへの販路開拓据えてメキシコへ進出す
るメリットは決して少なくはない。
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もちろん，メキシコ進出に関して様々な課題はある。現地情報の入手の困難
性やコミュニケーション方法，また複雑な手続き方法などはその代表例である。
しかしながら，リーマンショック以降のメキシコ政府並びに各州の直接投資誘
致活動の活発化により，メキシコ各地の情報が以前に比べ日本でもだんだんと
入手しやすくなってきている。また，メキシコの若年層には英語を話す者も増
えてきており，コミュニケーションを英語で出来る者が増えてきている。日墨
EPA の発効は，貿易量拡大のみならず，様々なインフラ改善や治安の改善に
も影響を及ぼしている。海外に進出するリスクは大いにあるが，メキシコは着
実に受け入れ態勢を整えておりまだあまり日系企業が進出していないことを鑑
みると，直接投資を行うインセンティブは多分にあると思われる。今後，日本
の中小企業はコスト削減のために海外進出を行うだけではなく進出先を拠点と
して，将来的に自ら販路開拓を迫られる可能性がある。今後の日系企業の動向
を注視していきたい。
日系企業のメキシコ進出：ハリスコ州の事例を中心に
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